
１　施策の現状・推移

２　成果指標・コストの推移

単位 区分

目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

千円 実績

千円 実績

千円 実績

千円 実績

※評価年度は実績、計画年度は予算

３　環境変化

４　評価

５　今後の改革方向

施策目標 ７ 【国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金】健康と老後の保障を支えよう

関係課 市民課
施策の展開

①
②
③
④

・特定健診・特定保健指導の受診率向上
・後期高齢者医療制度の啓発
・国民健康保険制度の積極的な制度周知と収納率の向上
・国民年金制度の積極的な情報提供と制度周知

（１／２）

令和３年度　施策評価シート
まちづくりの目標 1 みんなで支え、育む生涯健康のまち 施策担当課 市民課

５年後のまちの姿

・すべての市民が、積極的に健康づくりに取り組むことで健康寿命が延び、保険税（料）や医療費の負担が少なくなっています。
・医療保険制度の趣旨を理解し、保険税（料）を適正に納付することにより健全な財政運営がなされています。

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

成
果
指
標

国民健康保険
特定健診受診率

％
60.0 60.0 60.0

44.8 66.2 58.0
国民健康保険
特定保健指導実施率

％
60.0 60.0 60.0

60.0 60.0 60.0

41.4 29.7 30.8

60.0 60.0 60.0

特定健診・特定保健指導対象者で、生
活習慣の改善につながったと感じてい
る人の割合

％
50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0

39.7 48.2 67.5

64,432 64,432

事業費 9,100,103 9,159,325 9,242,231 9,365,950 9,461,931 9,494,760

人件費 59,646 66,130 64,432 64,432

2,458,780 2,558,131 2,560,572

国・県の方針、関連法令
の動向

・「健康経営やデータヘルス計画を通じた企業や保険者等による健康・予防に向けた取組を強化する。」という国の方針に基づき
データヘルス計画を策定し、健康・医療情報を活用してPDCAサイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業の実施を推進し、
医療費の適正化を図っている。
・75歳以上の高齢者に対する保健事業を市町村が介護保険の地域支援事業等と一体的に実施することができるよう、国、広域連
合、市町村の役割等について定められ、市町村等において、各高齢者の医療・健診・介護情報等を一括して把握できるよう規定
の整備等が行われた。これにより高齢者の保健事業と介護予防の一体的事業を各市町が取り組み、高齢者が住み慣れた地域で
生涯を通じた健康保持を図るよう推進している。
・国民健康保険制度改革の中で、平成30年度から都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業運
営の確保等において中心的な役割を担い、市は地域住民と身近な関係の中、資格管理、保険給付、保険料率の決定、賦課・徴
収、保険事業等、地域におけるきめ細かい事業を引き続き行っている。

計 9,159,749 9,225,455 9,306,663 9,430,382 9,526,363 9,559,192

コ
ス
ト

うち一般財源 2,464,212 2,431,878 2,524,178

事業の構成や役割分担
で見直しの余地がない
か。

・丹波市国保データヘルス計画に基づく保健事業の実施において、健康課との連携・協力が必要不可欠であるため、担当保健師
との緊密な連携と意識共有により具体的な事業展開を図り、その評価を行う必要がある。
・令和２年度から新たにミルネ健診センターを中核とし、身近なかかりつけ医で特定健診と後期高齢者健診を行う健診体制が始
まったことに伴い、関係機関との更なる連携が必要であり、健診体制について評価と見直しが必要である。

施策の今後の方向性、構
成する事務事業の見直し
案

・「丹波市国保データヘルス計画」に基づき、健康課及び関係機関と連携し、ＰＤＣＡサイクルに沿った保健事業を実施していく。
・ミルネ健診センターを中核とした健診体制のＰＲを健康課と連携して行うとともに、各医療機関とのさらなる連携により健診の受診
率向上を図る。
・国保の県域化によって年々変化していく財政状況や保険税の負担率を見極めながら、円滑な運営を行っていく。

市民ニーズの動向

後期高齢者医療保険被保険者においては、地域の医療機関（かかりつけ医）にて健診を受けることが可能になったことにより、健
診受診率は増加傾向にあるが、国民健康保険被保険者の特定健診受診率においては、令和元年７月にミルネ健診センターでの
健診が始まり受診率は一旦向上していたが、コロナ禍による健診控えや受診の遅れから今年度も受診率が低下した。

目標の達成状況は順調
か。達成していない原因
は何か。

・国民健康保険税及び後期高齢者医療保険料の現年度の収納率は年々向上している。
・ミルネ健診センターを中核とした健診体制に変更し、身近なかかりつけ医で特定健診と後期高齢者健診を行う体制となり、後期高齢者健診に
おいてはかかりつけ医で健診が可能となったことから、受診率は増加傾向にあり受診率向上に努めている。
・特定健診受診率は、令和元年度までは県平均を大きく上回り、目標には達していないものの年々受診者は増加していたが、令和２年度以
降、コロナ禍による健診控えや受診の遅れから受診率の低下を招き、低迷の状況が継続しており、視点を変えた取組が新たに必要である。
・健診受診率アップには、個々の健康管理意識の向上や健診体制のPRが必要である。特に、若年層の受診率が低いため対策が必要である。

環境変化を踏まえた施策
展開となっているか。

・丹波市国保データヘルス計画に基づき、特定健診の受診勧奨や生活習慣病の重症化予防対策などの保健事業を実施し、特に腎不全や人
工透析への移行を防止するため、医療機関との連携により糖尿病性腎症重症化予防事業を実施し、重点的に重症化予防に取り組んでいる。
・国保加入者の高齢化等により年々医療費が増加し県域化後も逼迫した財政状況が続いていたが、令和３年度から医療費を県全体で賄い納
付金に反映しない取扱いに変更となったことから納付金の急激な増加は免れ、危機的な状況からは脱却した。国保の財政調整基金は令和３
年度末において約６億2,313万円の残高となっており、この基金を今後も国保税の負担軽減のために使うことによって、国保税の急激な引上げ
を抑制するものとしている。
・高齢者が住み慣れた地域で生涯を通じた健康保持を図るため、後期高齢者医療・国民健康保険・介護予防・健康づくり及び関係団体が連
携し、地域の健康課題の分析・評価等を行い高齢者に対する支援を行う事業に取り組んでいる。
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●構成する事業一覧 3

後期高齢者医療事業

一般管理事業

後期高齢者医療制度運営事業

後期高齢者医療特別会計繰出金

後期高齢者医療健康診査事業

一般会計繰出金

後期高齢者医療広域連合納付金

賦課徴収費

保険料還付加算金

保険料還付金

国民健康保険事業

総務費

保険給付費

国民健康保険事業費納付金

保健事業費

基金積立金

諸支出金

予備費

国民年金事務事業

国民年金事務費

合計

（２／２）

（令和 年度実施事業）

事務事業名 予算小事業名
人件費
【千円】

事業費
【千円】

計・千円
必要性 効果性 コスト

うち一般財源

20,088 2,337,366 2,357,454 1,160,651 A A A A

公平性

A 該当なし35,609 6,903,639 6,939,248 1,354,752 A B

B A8,735 1,226 9,961 8,775 A A

64,432 9,242,231 9,306,663 2,524,178
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令和 年度事務事業評価 令和 年度実施計画

20 ～

指標の推移等の背景・分

析

・特別徴収までの普通徴収の期間が保険料の未納原因の一つであるが、これは資格取得当初から年金天引きが始まると思い込まれている

被保険者が多いことに起因している。また、制度的に特別徴収から普通徴収へ一時的に移行した被保険者や、遡って修正申告するなどして

随期分が発生した場合も、保険料の未納が見られる。

・集団健診から個別健診へ移行したことに伴い、かかりつけ医で健診が可能となったことから、健康寿命延伸のために後期高齢者健診の受診

率の向上を目指す。

実

施

（

D

O

）

コスト（単位：千円）
（評価年度は実績、計画年度は予算）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備　考

歳

出

総事業費　Ａ＋Ｂ 2,238,190 2,278,360

実績

コ

ス

ト

目標

コ

ス

ト 実績

目標

実績

目標

成

果

後期高齢者健診の受診

者数（ドッグ含む）
人

1,000 1,102 1,102 1,102 目標値は最も受診者

数が多いものを採用。実績 - 1,062 1,102

目標 - 1,000

99.2 目標値は最も収納率

が高いものを採用。実績 98.9 98.9 99.2

成

果

普通徴収保険料の収納

率
％

目標 99.7 99.0 99.0 99.2 99.2

令和６年度 備　考
実績

成

果

普通徴収保険料の口座

振替率
％

目標 75.0 60.0 60.0 60.0 60.0 60.0 目標値は直近過去

５年の平均（保険料

収納率調査より）実績 57.4 57.4 58.6

指標名
単

位

目標
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

一般財源 1,112,176 1,035,671 1,160,651 1,115,997 1,127,369

その他特財 236,941 302,859 259,107 267,236 263,776 263,776

1,127,369

0

受益者負担金 722,301 761,868 759,856 773,298 773,298 773,298
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

1,038

歳

入

特定財源 1,126,014 1,242,689 1,196,803 1,226,534 1,223,074 1,223,074
　人件費Ｈ=Ｆ×Ｇ 0 1,015 1,038 1,038 1,038

国・県支出金 166,772 177,962 177,840 186,000 186,000 186,000

0.44

　【平均人件費】Ｇ 2,000 2,360 2,360 2,360 2,360 2,360

　会計年度任用職員従事者数（人・年）Ｆ 0.00 0.43 0.44 0.44 0.44

7,620

　人件費Ｅ=Ｃ×Ｄ 19,758 19,620 19,050 19,050 19,050 19,050
　【平均人件費】Ｄ 7,400 7,460 7,620 7,620 7,620

20,088

　職員従事者数（人・年）Ｃ 2.67 2.63 2.50 2.50 2.50 2.50
総人件費計（Ｅ+H）Ｂ 19,758 20,635 20,088 20,088 20,088

2,357,454 2,342,531 2,350,443 2,350,443

直接事業費Ａ 2,218,432 2,257,725 2,337,366 2,322,443 2,330,355 2,330,355

根拠法令・個別計画等 高齢者の医療の確保に関する法律、兵庫県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例、丹波市後期高齢者医療に関する条例

計

画

（

P

L

A

N

）

事

務

事

業

対象（誰を、何を） 75歳以上及び一定の障害があると認定された65歳以上の方

目的

ベストな状態
（期待される効果）

被保険者が安心して医療を受けられるように安定した保険運営がされている。

概要
（具体的手段・

全体計画）

・後期高齢者医療保険料の収納

・被保険者証の発行等、兵庫県後期高齢者医療制度の啓発や保険料に関する相談

・後期高齢者の健康診査の推進

・実施主体：兵庫県後期高齢者医療広域連合

・実施方法：収納等に関することを市が直接実施

令和３年度の

事業概略

・後期高齢者医療制度運営事業

・後期高齢者医療広域連合納付金

・後期高齢者医療保険料徴収

・後期高齢者医療健康診査事業

・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業の開

始

令和４年度の

事業概略

・後期高齢者医療制度運営事業

・後期高齢者医療広域連合納付金

・後期高齢者医療保険料徴収

・後期高齢者医療健康診査事業

・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業

施策
まちづくりビジョン 取組項目

担当 矢本　有紀、平原　萌子

位

置

づ

け

総合計画
まちづくり目標 【１】みんなで支え育む生涯健康のまち

施策目標 7【国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金】健康と老後の保障を支えよう

創生総合戦略
基本目標

事業担当課
生活環境部　市民課 事業期間 平成 無期 年度

所属長 里　美典 担当 大西　潔

（１／２）

丹波市総合計画 3 ／ 4
事務事業名 後期高齢者医療事業



20 ～

●構成する予算小事業一覧 （単位：千円）

合計 2,257,725 2,337,366 2,322,443 2,330,355 2,330,355

18

17

16

15

14

13

12

11

2

10

9 [特会]一般会計繰出金 978 783 2 2

1,000

8 [特会]保険料還付加算金 1 50 50 50

7 [特会]保険料還付金 753 1,179 1,000 1,000

7,429

6 [特会]後期高齢者医療広域連合納付金 999,150 1,000,726 1,021,299 1,029,211 1,029,211

5 [特会]賦課徴収費 8,110 6,051 7,429 7,429

18,274

4 [特会]一般管理事業 68 129 220 220 220

3 [一般会計]後期高齢者医療健康診査事業 14,626 14,211 18,274 18,274

1,018,521

2 [一般会計]後期高齢者医療特別会計繰出金 245,733 247,446 255,648 255,648 255,648

1 [一般会計]後期高齢者医療制度運営事業 988,306 1,066,841 1,018,521 1,018,521

№ 予算小事業
コスト（評価年度は実績、計画年度は予算）

備考
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

✓

縮小

改

革

（

A

C

T

I

O

N

）

総合的な評価と課題（成果の達成状況及び評価結果から明らかになった課題事項など）
【評価】

・現年全体の収納率は安定しており、アクションプランの現年度目標を毎年上回っている。

・新規資格取得者や現金納付者に対し、保険証交付時や納付相談時など頻繁に口座振替の勧奨をしており、口座振替率の向上が見られる。

【課題】

・新規資格取得後、半年から１年は特別徴収（年金天引）されず、普通徴収（納付書など）となるため、制度的に未納が発生する確率が高くなっている。

・老齢基礎年金が年額18万円以下の場合、介護保険料が先に年金天引きされ、後期高齢は普通徴収になるなど、制度的に普徴に変わる被保険者がある。

・新たな被保険者の場合、国保時の口座振替が自動継承されるとの思い込みがある。

・滞納繰越分の収納率が近年下がってきている。

・後期高齢者の生活保護者や死亡後の相続放棄の増加に伴い、不能欠損額も増えている。

今後の方向性・改善策等 成果・コストの方向性
・引き続き、新規資格取得者に勧奨チラシを同封するなど、口座振替をさらに推進する。

・保険料の未納原因は、制度に起因するものや、保険移行時及び随期保険料に多数見られるため、機会に応じ

て口座振替勧奨や文書催告、電話勧奨を行い、普通徴収の収納率向上を目指す。

・分納不履行滞納者や高額滞納者に対しては繰返し文書催告や電話催告を行い、状況が不明な場合は臨戸

訪問などで現状の確認を行う。また、悪質滞納者に対しては預金調査や差押等の滞納処分を強化していく。

・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業について、健康課・介護保険課と連携協力し事業を遂行し

ていく。

・後期高齢者が健診を受けやすい環境を整え受診率を向上させることにより、健康管理意識を向上させ医療費

の抑制を図っていく。

成

果

の

方

向

性

皆減 縮小 現状維持 拡大

拡充

休廃止

コスト投入の方向性

現状維持

評

価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｋ

）

事務事業全体の実施（DO）に対する、事務事業の展開の評価・課題について

評価視点 評価 理由・コメント 評価視点 評価 理由・コメント

(必要性)

市民にとって必要な

事業か。

Ａ

高齢者の医療の確保に関する法律、兵庫県

後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療

に関する条例、丹波市後期高齢者医療に関

する条例により必要な事業である。

(コスト)

改善・改革等により

更に低コストで実施

できないか。(サービ

ス・成果は維持)

Ａ

・広報や文書により、新規資格取得者への口

座振替推奨の案内文を送付している。

・保険料が滞納になる前に、振替不能通知や

年金月の文書催告、電話催告等を実施して

いる。

(効果性)

成果につながってい

るか。進捗は予定ど

おりか。※成果指標

に対する評価

Ａ

特別徴収を含めると、全体収納率は高く安定

しているが、普通徴収の口座振替率をさらに

高める必要がある。

(公平性・受益者

負担)

公平性に問題はな

いか。受益者負担

検討の余地はない

か。

Ａ

受益者負担は、兵庫県後期高齢者医療広

域連合後期高齢者医療に関する条例、丹波

市後期高齢者医療に関する条例に沿って対

応している。

（２／２）
　事務事業名 後期高齢者医療事業

事業担当課 生活環境部　市民課 事業期間 平成 無期 年度



令和 年度事務事業評価 令和 年度実施計画

16 ～

指標の推移等の背景・分

析

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大による受診の遅れから受診率の低下を招き、低迷の状況が継続している。

・コロナ減免・補助金申請のための滞納のない証明の取得などにより現年収納率は向上しやすい状況にある。

実

施

（

D

O

）

コスト（単位：千円）
（評価年度は実績、計画年度は予算）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備　考

歳

出

総事業費　Ａ＋Ｂ 6,912,423 6,934,083

実績

コ

ス

ト

目標

コ

ス

ト

一般被保険者１人あたり

の医療費
千円

427.9 427.9 427.9 427.9

実績 429.6 430.8 442.4

目標 416.1 428.0

95.0 95.0

実績 96.0 96.4 96.4

成

果
現年度収納率 %

目標 95.0 95.0 95.0 95.0

成

果

特定保健指導対象者の

生活習慣改善率
%

50.0 50.0 50.0 50.0

実績 39.7 48.2 67.5

目標 50.0 50.0

60.0

実績 46.7 66.2 58.0

成

果
特定保健指導実施率 %

目標 60.0 60.0 60.0 60.0 60.0

令和６年度 備　考
実績

成

果
特定健診受診率 ％

目標 60.0 60.0 60.0 60.0 60.0 60.0

実績 41.4 29.7 30.8

指標名
単

位

目標
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

一般財源 1,352,363 1,405,386 1,354,752 1,334,007 1,421,986

その他特財 487,307 500,890 501,588 512,620 498,450 498,450

1,424,427

0

受益者負担金 0 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

3,682

歳

入

特定財源 5,560,060 5,528,697 5,584,496 5,743,598 5,743,708 5,774,096
　人件費Ｈ=Ｆ×Ｇ 1,960 3,682 3,682 3,682 3,682

国・県支出金 5,072,753 5,027,807 5,082,908 5,230,978 5,245,258 5,275,646

1.56

　【平均人件費】Ｇ 2,000 2,360 2,360 2,360 2,360 2,360

　会計年度任用職員従事者数（人・年）Ｆ 0.98 1.56 1.56 1.56 1.56

7,620

　人件費Ｅ=Ｃ×Ｄ 30,636 32,451 31,928 31,928 31,928 31,928
　【平均人件費】Ｄ 7,400 7,460 7,620 7,620 7,620

35,609

　職員従事者数（人・年）Ｃ 4.14 4.35 4.19 4.19 4.19 4.19
総人件費計（Ｅ+H）Ｂ 32,596 36,133 35,609 35,609 35,609

6,939,248 7,077,605 7,165,694 7,198,523

直接事業費Ａ 6,879,827 6,897,950 6,903,639 7,041,996 7,130,085 7,162,914

根拠法令・個別計画等 国民健康保険法、国民健康保険法施行令、地方税法、国民健康保険条例、国民健康保険税条例

計

画

（

P

L

A

N

）

事

務

事

業

対象（誰を、何を） 丹波市国民健康保険被保険者

目的

ベストな状態
（期待される効果）

・被保険者が年に一度は特定健診を受診するなど、自らの健康に留意し、積極的に健康づくりに取り組む。

・制度の趣旨を理解し、特別の事情がない限り、保険税を適正に納付することにより、健全な財政運営がなされている。

概要
（具体的手段・

全体計画）

・国民健康保険税の賦課及び徴収                          　・保険給付事業

・健康診査、特定健康診査及び特定保健指導　　　　　・レセプトや健診結果の分析による保健事業の展開

・国保税滞納者について、保険証更新時を利用しての納税相談の強化と被保険者証等の適正な更新事務

・レセプト点検、被保険者資格管理の適正化　　　　　　・ジェネリック医薬品の利用促進の啓発

・実施方法：直接実施、業務委託

・委託先：株式会社メディブレーン、株式会社データホライゾン、　外

令和３年度の

事業概略

保険税の賦課・徴収

保険給付事業

特定健康診査及び特定保健指導

人間ドック受診料補助

レセプト点検

ジェネリック医薬品利用差額通知

特定健診未受診者対策

令和４年度の

事業概略

保険税の賦課・徴収

保険給付事業

特定健康診査及び特定保健指導

人間ドック受診料補助

レセプト点検

ジェネリック医薬品利用差額通知

施策
まちづくりビジョン 取組項目

担当 高橋　良子、山下　将平、津葉木　理紗子

位

置

づ

け

総合計画
まちづくり目標 【１】みんなで支え育む生涯健康のまち

施策目標 7【国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金】健康と老後の保障を支えよう

創生総合戦略
基本目標

事業担当課
生活環境部　市民課 事業期間 平成 無期 年度

所属長 里　美典 担当 大前　秀昭

（１／２）

丹波市総合計画 3 ／ 4
事務事業名 国民健康保険事業



16 ～

●構成する予算小事業一覧 （単位：千円）

合計 6,897,950 6,903,639 7,041,996 7,130,085 7,162,914

18

17

16

15

14

13

12

11

10

9

30,936

8

7 予備費 30,427 30,936

936

6 諸支出金 57,631 52,346 8,072 9,173 9,173

5 基金積立金 2,009 877 936 936

1,825,668

4 保健事業費 46,268 47,719 70,523 100,382 102,823

3 国民健康保険事業費納付金 1,935,182 1,825,666 1,799,254 1,825,668

98,328

2 保険給付費 4,768,387 4,887,394 5,034,456 5,064,662 5,095,050

1 総務費 88,473 89,637 98,328 98,328

№ 予算小事業
コスト（評価年度は実績、計画年度は予算）

備考
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

縮小

改

革

（

A

C

T

I

O

N

）

総合的な評価と課題（成果の達成状況及び評価結果から明らかになった課題事項など）

・国保税の現年度分の収納率は、担当課のきめ細やかな対応や被保険者の納付意識の向上により、年々向上している。

・特定健康診査受診率向上にかかる取り組みについては、令和元年７月に開設したミルネ健診センターでの健診が始まり、ミルネの受入れによ

り特定健診受診率は向上したが、令和2年の新型コロナウイルス感染症により健診事業の遅れや、受診控えによる受診率低下以降、低迷し

ている状況にある。

・生活習慣病の重症化による医療費の増加が危惧される中、「第２期丹波市国保データヘルス計画」に基づき、医療データを活用して疾病予

防や重症化予防の保健事業を実施している。医療機関とのさらなる連携が必要である。

今後の方向性・改善策等 成果・コストの方向性

・税務課と市民課が連携して保険証更新時や納付相談等のきめ細かな対応により継続

して収納率の向上を図る。

・国保財政の状況や国保税の重要性を広報媒体を活用して説明し、納付意識の向上に

つなげる。

・受診率の向上を図るため、健康課と連携し、未受診者対策事業を実施する。

成

果

の

方

向

性

皆減 縮小 現状維持 拡大

拡充 ✓

休廃止

コスト投入の方向性

現状維持

評

価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｋ

）

事務事業全体の実施（DO）に対する、事務事業の展開の評価・課題について

評価視点 評価 理由・コメント 評価視点 評価 理由・コメント

(必要性)

市民にとって必要な

事業か。

Ａ

国民健康保険法により義務付けられているた

め必要な事業である
(コスト)

改善・改革等により

更に低コストで実施

できないか。(サービ

ス・成果は維持)

Ａ

・被保険者の医療費が年々増加し1人あたり

の医療費は増加傾向にある。また、医療費の

伸びについては、年度によりかなりの差がある。

・目標は前年度の医療費から推計した見込

値であるため、見込値を下回るように医療費の

伸びを抑えるよう取り組んでいる。

(効果性)

成果につながってい

るか。進捗は予定ど

おりか。※成果指標

に対する評価

Ｂ

特定健康診査受診率の目標は、国の指標に

合わせて特定健診実施計画により設定してい

るため、市町村国保にとっては非常に高い数

値であり、実績値との乖離が大きい。

(公平性・受益者

負担)

公平性に問題はな

いか。受益者負担

検討の余地はない

か。

該当なし

（２／２）
　事務事業名 国民健康保険事業

事業担当課 生活環境部　市民課 事業期間 平成 無期 年度



令和 年度事務事業評価 令和 年度実施計画

16 ～

指標の推移等の背景・分

析

マイナンバー情報連携に伴い、日本年金機構からの免除申請等における所得照会のための回付が不

要になったことにより、受付件数が減少傾向にある。

実

施

（

D

O

）

コスト（単位：千円）
（評価年度は実績、計画年度は予算）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備　考

歳

出

総事業費　Ａ＋Ｂ 9,136 11,613

実績

コ

ス

ト

目標

コ

ス

ト

市民一人当たりにかかる

コスト
円

222.2 222.2 222.2 222.2

実績 148.6 214.4 215.5

目標 194.3 194.3

実績

目標

活

動
市広報誌での掲載 件

12.0 12.0 12.0 12.0

実績 12.0 12.0 12.0

目標 12.0 12.0

4,000.0

実績 3,724.0 3,722.0 2,942.0

成

果

窓口、電話での相談受

付件数
件

目標 6,000.0 6,000.0 4,000.0 4,000.0 4,000.0

令和６年度 備　考
実績

成

果

窓口における届出書等受

付件数
件

目標 5,000.0 5,000.0 2,500.0 2,500.0 2,500.0 2,500.0

実績 3,069.0 2,331.0 2,208.0

指標名
単

位

目標
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

一般財源 -327 9,401 8,775 8,776 8,776

その他特財 0 0 0 0 0 0

8,776

0

受益者負担金 0 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

1,038

歳

入

特定財源 9,463 2,212 1,186 1,470 1,450 1,450
　人件費Ｈ=Ｆ×Ｇ 40 1,156 1,038 1,038 1,038

国・県支出金 9,463 2,212 1,186 1,470 1,450 1,450

0.44

　【平均人件費】Ｇ 2,000 2,360 2,360 2,360 2,360 2,360

　会計年度任用職員従事者数（人・年）Ｆ 0.02 0.49 0.44 0.44 0.44

7,620

　人件費Ｅ=Ｃ×Ｄ 7,252 8,206 7,696 7,696 7,696 7,696
　【平均人件費】Ｄ 7,400 7,460 7,620 7,620 7,620

8,735

　職員従事者数（人・年）Ｃ 0.98 1.10 1.01 1.01 1.01 1.01
総人件費計（Ｅ+H）Ｂ 7,292 9,362 8,735 8,735 8,735

9,961 10,246 10,226 10,226

直接事業費Ａ 1,844 2,251 1,226 1,511 1,491 1,491

根拠法令・個別計画等 国民年金法

計

画

（

P

L

A

N

）

事

務

事

業

対象（誰を、何を） 公的年金制度加入者

目的

ベストな状態
（期待される効果）

国民年金制度による老齢年金、障害年金、遺族年金等の必要な社会保障を受けるために、適正な手続きをする。

概要
（具体的手段・

全体計画）

・国民年金被保険者資格異動届等の受付業務

・国民年金保険料免除申請等の案内、受付業務

・各種裁定請求書の受付業務

・納付記録確認等国民年金に関する相談窓口業務

・管轄年金事務所への国民年金１号被保険者に関する情報提供

・実施方法：直接実施

令和３年度の

事業概略

国民年金に関する相談

国民年金被保険者の資格管理

国民年金被保険者の免除等申請案内、受付

国民年金各種裁定請求書受付

年金事務所への情報提供

令和４年度の

事業概略

国民年金に関する相談

国民年金被保険者の資格管理

国民年金被保険者の免除等申請案内、受付

国民年金各種裁定請求書受付

年金事務所への情報提供

施策
まちづくりビジョン 取組項目

担当 高橋　良子 、津葉木　理紗子

位

置

づ

け

総合計画
まちづくり目標 【１】みんなで支え育む生涯健康のまち

施策目標 7【国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金】健康と老後の保障を支えよう

創生総合戦略
基本目標

事業担当課
生活環境部　市民課 事業期間 平成 無期 年度

所属長 里　美典 担当 垣崎　綾子

（１／２）

丹波市総合計画 3 ／ 4
事務事業名 国民年金事務事業



16 ～

●構成する予算小事業一覧 （単位：千円）

合計 2,251 1,226 1,511 1,491 1,491

18

17

16

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

1,491

2

1 国民年金事務費 2,251 1,226 1,511 1,491

№ 予算小事業
コスト（評価年度は実績、計画年度は予算）

備考
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

✓

縮小

改

革

（

A

C

T

I

O

N

）

総合的な評価と課題（成果の達成状況及び評価結果から明らかになった課題事項など）

・国民年金制度に基づき、必要な社会保障を受けるために正確な事務を遂行するよう努めている。

・職員が研修等に参加したり、知識の習得に努め、窓口対応の資質向上を図ることが必要である。

・マニュアルを活用するとともに、マニュアルの随時更新が必要である。

・年金事務所から委託外の事務内容を市民に告げられ、トラブルの元となっている。

今後の方向性・改善策等 成果・コストの方向性

・支所の担当職員に配布しているマニュアルの随時更新とバージョンアップを行う。

・窓口対応の資質向上を図るため、年金機構や都市協議会が主催する研修会へ積極的

に参加する。

・各支所に配布した事務取扱マニュアルにより、自己理解を深めると共に各支所担当者の

研修会を年１回必ず開催する。

・年金事務所との受付事務上の住み分けを明確化していく。

成

果

の

方

向

性

皆減 縮小 現状維持 拡大

拡充

休廃止

コスト投入の方向性

現状維持

評

価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｋ

）

事務事業全体の実施（DO）に対する、事務事業の展開の評価・課題について

評価視点 評価 理由・コメント 評価視点 評価 理由・コメント

(必要性)

市民にとって必要な

事業か。

Ａ

国民年金法に基づき委託事業として義

務付けられているため必要な事業である。
(コスト)

改善・改革等により

更に低コストで実施

できないか。(サービ

ス・成果は維持)

Ｂ

市民１人あたりコストは概ね横ばいであ

り、担当職員の資質向上により改善が図

られている。

(効果性)

成果につながってい

るか。進捗は予定ど

おりか。※成果指標

に対する評価

Ａ

国民年金制度に基づき、必要な社会保

障を受けるために正確な事務を遂行して

いる。

(公平性・受益者

負担)

公平性に問題はな

いか。受益者負担

検討の余地はない

か。

Ａ

職員が知識の習得に努め、窓口対応の

資質向上を図ることによって、公平に業務

を遂行している。

（２／２）
　事務事業名 国民年金事務事業

事業担当課 生活環境部　市民課 事業期間 平成 無期 年度


